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現地レポート：地質・地盤リスクマネジメントの社会実装に向けて 

国道19号長野市信州新町
し ん し ゅ う し ん ま ち

水内
み の ち

地区における災害復旧対応 

森 芳徳・畦地拓也・髙橋 明 
 

1．はじめに1 

 一般国道19号は、長野県長野市から愛知県名

古屋市に至る総延長約273kmの幹線道路であり、

緊急輸送道路及び重要物流道路にも指定されてい

る。関東地方整備局長野国道事務所では長野市内

から塩尻市内までの93.9kmを管理しているが、

令和3年2月19日、長野市信州新町水内地区（図-
1参照）において、路面にクラック等の変状が確

認されたことから全面通行止めとした。地すべり

災害は、ゆるやかかつ持続的に進行するため、そ

のメカニズムの解明や対策の検討において不確実

性が大きい。本稿では、地すべり災害の影響下で、

地質・地盤リスクマネジメントの考えを取り入れ

つつ地域の重要な路線の通行機能の確保を図った

事例について、メカニズムや対策の検討、通行止

めの基準の設定の対応など、それらのプロセスを

踏まえた現場からのレポートとして報告する。 
 

2．災害発生時の状況と応急復旧までの対応 

 当該被災箇所直近には「道の駅 信州新町」が

あり、道路利用者の休憩機能とともに地域交流や

観光の拠点として重要な役割を果たしている。現

地は、西側が切土面をコンクリートで覆った急峻

な斜面、東側は犀(さい)川が流れ河川浸食の影響

も見られ、被災箇所に近接する水篠(みすず)橋付

近は平成29年に被災した箇所で、平成31年3月に

復旧工事が完了した場所だった。表-1に災害発生

時から現在までの時系列を、写真 -1に交通解放

（片側交互通行）までの現地状況を示す。現地で

は令和3年2月19日に国道19号の路面にクラック

等の変状が確認され、路面補修や法面の計測を実

施していたが、同年3月21日には伸縮計の移動量

が管理基準値（2mm/h以上）を超過したため、

同日より全面通行止めとなった。 

──────────────────────── 
Disaster Restoration of Route 19 in Minochi, 
Shinshushinmachi, Nagano City       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 災害発生位置図  

 

表-1 災害発生時から現在までの時系列  

年月日 事象及び実施概要 

令和２年７月 国道１９号車道路面に微量のクラック（亀裂）を

確認、適宜補修を実施 

令和３年 

２月１９日 

車道路面で30mmの段差及び最大幅50mmの路面クラ

ックを確認したため路面補修及びシール材注入 

２月２５日 片側交互通行規制により応急復旧工事を開始 

３月２１日 降雨の影響により２１時に伸縮計の移動量が管理

基準値を超過したため全面通行止めを実施 

３月２５日 連絡調整会議（１回目） 

３月３１日 国総研、土研による現地調査 

４月 ５日 道路の川側の法面の動きが収まっていない状況で

あるため全面通行止めを継続 

４月 ８日 「国道１９号信州新町水内地区路面沈下対策検討委

員会」（1回目）開催、連絡調整会議（2回目） 

４月２６日 「国道１９号信州新町水内地区路面沈下対策検討委

員会」（2回目）開催 

４月２６日 応急復旧（補強Ｈ鋼杭）を施工完了 

４月２８日  連絡調整会議（3回目） 

４月２９日 全面通行止め解除、片側交互通行へ移行 

６月２５日 「国道１９号信州新町水内地区路面沈下対策検討委

員会」（3回目）開催 

６月２８日 連絡調整会議（4回目） 

７月 ９日 本復旧工事契約（鋼管杭工＋アンカー工） 

現  在 本復旧工事施工中 
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路面クラック状況（R3.2.19） 

鋼矢板打設完了状況（R3.3.26） 

 
 
 
 
 
 

 
片側交互通行状況（R3.4.29） 

写真-1 災害発生時から交通解放までの現地状況  

令和3年3月31日には、国総研・土研の専門家7名
により現地調査（写真-2）を実施した。そして、

長野県、長野市、長野県警察等の関係機関との連

絡調整会議を設立するとともに、路面沈下の要因

の特定と復旧工法の検討について、中立性・公平

性や実状に配慮した客観的な立場で助言を頂くこ

とを目的として、学識者、専門家、及び道路管理

者等で構成する「国道19号長野市信州新町水内

地区路面沈下対策検討委員会」（表 -2）を設立し

た。その後、令和3年4月8日に第1回委員会、4月
25日には第2回委員会を開催した。路面変状の原

因は、道路斜面の背面に大すべりと中すべりの二

つのすべりが発生していることと推定されたが、

その形状や影響は複雑であり、安定性の定量的で

正確な評価が困難であった。一方で、路線の重要

性から早期の交通開放が期待されており、すべり

の不確実性を考慮しながら、早期の交通開放に向

けて必要な検討を行うこととした。具体的には、

すべりの精緻な分析評価に過度にとらわれず、交

通開放の可否に影響する変状をリスク発生源とし

て想定し、その変状を把握するための計測機器 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2 国総研・土研合同現地調査（R3.3.31）  

 
表-2 国道19号長野市信州新町水内地区  

  路面沈下対策検討委員会名簿（R3.4）  

の設置、路面段差等の表面の変状抑制に効果が大

きいと考えられる中すべりに対応するため、道路

中心に鋼矢板及びＨ鋼杭打設する応急復旧工事を

行った。また、参考図書2)や委員会における専門

家からの意見を踏まえ、応急対策の効果確認、開

放時の通行者の安全確保のために伸縮計に連動し

た管理基準値を定め、令和3年4月29日に片側交

互通行による交通開放を行った。この時の管理基

準は以下のとおりである。 
《今後の通行止めの条件》 
① 現地に設置した伸縮計の変位量が2.0mm/h以

上を計測した場合は全面通行止めとする。 
② 伸縮計の変位量が2.0mm/h未満を24時間連続

して計測、且つ、現地の点検等により安全が

確認できた段階は片側交互通行へ移行する。 
③ 本復旧工事において、必要に応じて全面通行

止めとする場合がある。 

3．復旧対策工事 

3.1 本復旧対策 
 令和3年6月25日に開催した第3回委員会では、
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交通解放後の現地状況と本復旧対策（案）につい

て議論頂いた。図-2に応急復旧と本復旧の断面図

を示す。応急復旧では、中すべりを抑制するため

に道路中央に鋼矢板及びＨ鋼杭を打設するととも

に、大すべり抑制のために水抜きボーリングの設

置、また、想定すべり面の法尻となる犀川護岸に

は根固めブロックを設置した。本復旧では、中す

べり及び大すべりの抑制のために双方のすべり線

を貫通させた形での抑止杭や国道法面部に法面ア

ンカー、また追加の水抜きボーリングや集水井、

完成形の根固めの施工をする内容で委員会に提案

した。委員からは、主に以下の意見を頂いた。 
・応急対策工により、大すべり、中すべり、表層

すべりは現状で落ち着いていると考えられるこ

とから、本復旧工事の内容は、道路交通機能の

確保に主眼をおいた範囲に限定すること。 
・本復旧工事の基本的な考え方、工法について異

論はないが、施工の実現性及び応急復旧工事で

実施した水抜きボーリングの機能を損なわない

よう設計を進めること。 
・対策範囲を限定した代わりに必要な計測を継続

し、リスクを管理して安全性を担保すること。 
その後、委員会での議論を踏まえ本復旧対策を

確定するとともに、並行して災害復旧のための予

算要求の手続きを進め、本復旧工事の発注契約手

続きを進めた。 
3.2 工事契約 
 災害発生直後の舗装面の補修など、緊急的な対

応については、長野国道事務所と「災害時におけ

る災害応急対策業務に関する協定」を締結してい

る企業と随意契約を結び応急復旧を実施した。そ

の後、現地は片側交互通行を継続しつつ、予算示

達の時期等も見据え、本復旧の工事発注を実施し

た。本復旧工事の発注手続きを進めようとしてい

た同時期に、国土交通本省で平成29 年7 月に策

定した「災害復旧における入札契約方式の適用ガ

イドライン」3)が令和3 年5 月に改正された。こ

れまでは、通常、災害復旧工事のうち本復旧段階

では一般競争あるいは指名競争を適用することが

基本となっていたが、今回の改正では図-3に示す

通り、「本復旧段階において、構造物が有すべき

機能・性能が回復していない場合で、通常であれ

ば被害を生じない程度の降雨や余震に対しても十

分な警戒が必要となり、社会経済、住民生活に大

きな制約が生じる」状況であれば、本復旧段階で

あっても、被害の最小化や社会経済、住民生活の

回復等の至急の現状復帰の観点から、随意契約の

適用が可能となった。当該現場は正に上述の状況

であったため、本復旧工事の発注にあたっては改

正されたガイドラインを適用し、応急復旧工事を

担当した企業と随意契約することとした。この結

果、僅か1ヶ月で相手方と契約することができ、

本復旧に向け迅速に工事着手することが出来た。 

応急復旧時  

本復旧時  
図-2 復旧断面の比較  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 災害時における入札契約方式  
  の選定の基本的な考え方3) 
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4．おわりに 

 写真-3に現時点（R4.2）の現地状況を示す。降

雪の中、地すべり抑止のための鋼管杭を施工中で

あり、その後アンカー工を実施予定である。当該

区間の道路機能が本来の要求性能に回復するまで

には、もう少し時間を要する見込みである。最後

に今回の災害復旧対応を現場の最前線で陣頭指揮

を執った長野国道事務所 畦地副所長・高橋管理

第二課長の感想等を以下に記す。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真-3 本復旧工事の状況(R4.2時点) 

（畦地副所長） 
今回のように全面通行止めが発生すると「迂回

路」の苦情が多く発生する。長野国道では、事前

に関係機関からなる連絡調整会議を開き多様な意

見、要望を反映しながら迂回路への誘導をきめ細

やかに対応してきたところです。また、市・国で

役割分担しながら迂回市道のすれ違いを可能にす

るため側溝の蓋かけ、路肩退避スペースの確保、

迂回路看板の設置等も実施しました。 
（高橋管理第二課長） 

当該現場は、地域の要望も強いことから、応急

復旧を行い早期に片側交互通行で解放することに

専念いたしました。その後、水抜きボーリング、

無人化施工も活用して根固めブロックを設置する

ことにより伸縮計の動きが落ち着き、本復旧工事

に着手できたことは、関係者各位によるお力添え

によるものです。 
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